


　株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申しあ
げます。
　当社グループ第186期（平成21年4月1日から平成22年3
月31日まで）の事業内容をご報告するにあたりまして、
ご挨拶申しあげます。
　当連結会計年度は、世界的な景気後退による消費減退
が続き、当社グループを取り巻く経営環境は更に厳しい
ものとなりました。この状況に対応する為に事業構造改
革を積極的に推進すると同時に、成長する中国市場での
拡売などに尽力してまいりましたが、国内及び欧米の景
気低迷の影響が大きく、残念ながら損益の改善には至り
ませんでした。
　配当につきましては、中間期は1株につき15円といたし
ましたが、期末は1株につき12円50銭とさせていただきた
く、第186期定時株主総会でご提案申しあげたいと存じま
す。
　当社グループは、本年4月からスタートした新中期経営
計画において、成長市場や新規ビジネスへの資源投入と
最適な生産体制の構築などにより強固な成長基盤を作り
あげ、計画の着実な実施を通じて業績向上を図ってまい
る所存です。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導
とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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平成22年6月
代表取締役社長
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株主の皆さまへ

企業目的

感動を・ともに・創る
ヤマハグループは
音・音楽を原点に培った技術と感性で
新たな感動と豊かな文化を
世界の人々とともに創りつづけます



Ⅰ  企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及びその成果
（1）全般的事業の状況
　　当連結会計年度における経済環境は、前期に発
生した金融危機を契機とした世界規模での深刻な
景気低迷により厳しい状況が続きました。海外で
は、中国や一部新興国における景気の拡大はあり
ましたが、米国や欧州では景気は低調に推移しま
した。日本国内は、個人消費の低迷や設備投資の
減退により本格的な景気回復には至りませんでし
た。
　　このような状況の中で当社グループは、技術開
発・品質の強化に取り組み、ハイブリッドピアノ
の新モデルをはじめとする高付加価値商品を発売
するとともに、市場の低価格化志向に対応した普
及価格帯商品群の拡充や積極的な販売をとおし
て、需要の掘り起こしに努めました。新興市場に
おいては、中国に世界最大規模となる「ヤマハ音
楽教室上海センター」を開設したほか、販売網強
化を図り更なる成長のための体制を整え、ロシ
ア、インドにおいても販売体制の構築に努めまし
た。製造改革では、事業効率の向上を図るため、
国内生産拠点の統合やインドネシア、中国におけ
る生産拠点の増強を進めました。また、世界的な
景気低迷に対応するため、引き続き経営全般に亘
り、コストの削減、投資・イベントの見直しや在
庫の削減等を行い損益改善に取り組んだほか、中
長期的な視点からの選択と集中を進め、マグネシ
ウム成形部品事業からの撤退やリビング事業子会
社の譲渡を行いました。

　　販売の状況につきましては、需要の低迷と為替
の円高影響により、全ての事業において売上げ減
少となったことで当連結会計年度の売上高は4,148
億11百万円（前期比9.7％減少）となりました。
　　損益の状況につきましては、売上げの減少等に
より営業利益は68億28百万円（前期比50.7％減
少）、経常利益は49億10百万円（前期比59.0％減
少）となりました。当期純損益は、リビング事業
子会社株式の譲渡に係る損失、事業再配置等に伴
う遊休不動産に係る減損損失等の発生により
　49億21百万円の当期純損失（前期は206億15百万円
の当期純損失）となりました。
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事業報告
（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）
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●経常利益（億円）
連結 個別

●当期純利益（億円）
連結 個別

●営業利益（億円）●売上高（億円）
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（2）事業別状況
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楽器事業
　ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器はいずれも市場低迷の影響
を受け、売上げ減少となりました。中国では、ピアノの売上げが
増加するなど全体的に伸張しましたが、国内及び欧米では低調に
推移しました。音響機器も市場が回復せず、売上げ減少となりま
した。音楽ソフト事業は、CD、音楽配信、出版等が振るわず、売
上げ減少となりました。音楽教室は減収となりましたが、英語教
室は、平成23年からの小学校での英語義務化による生徒数増加に
より増収となりました。
　以上により、当事業の売上高は2,762億52百万円（前期比9.9％減
少）、営業利益は51億17百万円（前期比73.3％減少）となりまし
た。

●売上高（億円）
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AV･IT事業
　オーディオは、国内では、薄型テレビの需要拡大に伴い、シアターラックシステ
ムやデジタルサウンドプロジェクターが売上げを伸ばしました。欧米では、競争激
化によりＡＶレシーバーなど主力商品の販売が苦戦し、売上げ減少となりました。
また、ルーターは市場の縮小により売上げ減少となりましたが、業務用通信カラオ
ケ機器及び会議システムは売上げ増加となりました。
　以上により、当事業の売上高は544億9百万円（前期比4.1％減少）、営業利益は
14億5百万円（前期は営業損失4億10百万円）となりました。

電子部品事業
　半導体は、携帯電話用音源ＬＳＩが、ソフト化の進行や国内市況の悪化により、
売上げ減少となりましたが、デジタルアンプＩC及び車載用ＬＳＩは売上げを伸ば
しました。
　以上により、当事業の売上高は197億45百万円（前期比10.2％減少）、営業損失
は6億6百万円（前期は営業損失25億36百万円）となりました。

●売上高（億円）
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リビング事業
　システムキッチン及びシステムバスは、新築住宅着工数の大幅な減少や競争激
化による低価格化の進行により、売上げ減少となりました。
　以上により、当事業の売上高は369億42百万円（前期比14.3％減少）、営業利
益は3億65百万円（前期は営業損失3億5百万円）となりました。
　なお、平成22年3月31日付でリビング事業を営む連結子会社であるヤマハリビ
ングテック株式会社株式の85.1％を日本産業パートナーズ株式会社が管理・運営
する投資事業有限責任組合等に譲渡しました。

その他の事業
　ゴルフ用品は、国内外の市場の冷え込みにより売上げ減少となりました。自動車
用内装部品は、完成品メーカーの在庫調整が一巡したことにより、売上げ増加とな
りましたが、マグネシウム成形部品は売上げ減少となりました。レクリェーション
事業は、宿泊客やゴルフ客の減少により、売上げ減少となりました。
　以上により、当事業の売上高は274億61百万円（前期比10.9％減少）、営業利益
は5億46百万円（前期は営業損失21億円）となりました。
　なお、平成22年3月をもちましてマグネシウム成形部品事業から撤退しました。
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事業別売上高

２．設備投資の状況 ３．資金調達の状況
　　該当事項はありません。
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地域別売上構成
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４．対処すべき課題
　　当社グループは、本年4月より新中期経営計画
（平成23年3月期から平成25年3月期まで）
「Yamaha Management Plan 125（以下、

　ＹＭＰ125）」をスタートさせました。前中期経営
計画では、想定を超える経営環境の激変により、
残念ながら数値目標を達成することができません
でしたが、強固な経営基盤の構築に向け高付加価
値商品の開発、新興市場の開拓や事業構造改革・
生産構造改革等を着実に進めてまいりました。
　ＹＭＰ125の策定にあたっては、当社グループの経
営ビジョン『ヤマハが目指す姿』を掲げるととも
に、事業領域の再定義を行い、中長期的な経営の
方向性を明確にしました。今後は、経営資源を集
中してブランド価値を高める「コア事業」とそこ
で生み出されたコア・コンピタンス（当社独自の
価値を創造する技術、スキル、ノウハウ、資産、
ブランド等）を活用して成長を図る「関連事業」
で事業の組み立てを行います。また、メーカーと
しての「モノ」事業と並行して、当社グループが
得意とするシステム・サービスやコンテンツの提
供を行なう「コト」事業を育成してまいります。
当社は、ＹＭＰ125を「成長基盤構築フェーズ」と
位置づけ、コア事業に経営資源を集中して、新た
な成長の芽を育てるとともに、経営構造改革を継
続して推進することで強固な成長基盤の構築を図
ってまいります。

　１.『ヤマハが目指す姿（中長期的な当社グループ
　　の経営ビジョン）』
　　　①「信頼と憧れのブランド」となる。
　　　②「音・音楽」をコアとする。
　　　③「モノ」と「コト」の両輪で成長する。

　２．事業領域の再定義
　　　「コア事業」　「楽器・音楽・音響」に関わ
　　　　　　　　　　る事業
　　　　　　　　　　（楽器・音響機器、ＡＶ機　
　　　　　　　　　　器、音楽教室、音楽ソフト）
　　　「関連事業」　「コア・コンピタンス」を活
　　　　　　　　　　用する事業
　　　　　　　　　　（サウンドネットワーク、ゴ
　　　　　　　　　　ルフ用品、半導体、ＦＡ・
　　　　　　　　　　自動車用内装部品、英語教
　　　　　　　　　　 室、レクリェーション）
　３．上記の経営ビジョンを実現するため、ＹＭＰ
　　　125において次の施策に取り組んでまいりま

す。
　　　①中国市場、新興市場での成長加速
　　　　市場に適合した商品の開発・投入と販売網

の拡充に重点的に取り組みます。併せて、
楽器演奏人口の拡大を図るため、ヤマハ音
楽教室に加えて、現地嗜好に即したローカ
ルプログラムを開発・導入してまいりま
す。

　　　②先進国市場での商品戦略によるマーケット
シェア拡大

　　　　消費の二極化、「こだわり志向」と「低価
格志向」に対応した商品開発を進めます。
独自の技術と感性で革新的な製品を開発
し、「こだわり志向」のお客様の多様な価
値観を充足してまいります。一方、品質を
確保したうえで、お客様が目的を果たすた
めに必要な基本性能に絞った値頃感のある
商品を「低価格志向」のお客様に提供して
まいります。

　　　③需要動向に合わせた最適生産体制の構築
　　　　日本・中国・インドネシアの3生産拠点体制

の役割・機能を明確にして、ピアノ、管楽
器を中心に更なる生産構造改革を進めてま
いります。
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売 上 高

経 常 利 益

当 期 純 利 益

１株当たり当期純利益

総 資 産

純 資 産
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  △20,615

　△103  73
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百万円
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銭
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円

414,811

4,910

△4,921

△24  95

402,152

254,591

百万円
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銭

百万円

百万円

円

平成20年3月期
第184期

平成21年3月期
第185期

平成22年3月期
第186期

　　　④「コト」事業でのビジネスモデルの構築
　　　　従来のヤマハ音楽教室とともにグローバル

で様々な「機会」と「場」をお客様に提供
することにより楽器演奏人口の拡大を進め
てまいります。また、ミュージックエンタ
テインメント事業では、当社グループの

　　　　ＩＴ技術を活用したインターネットビジネ
スの拡大、新人アーティストの育成等に努
めてまいります。　

　　　⑤「音」領域での新規ビジネス創出
　　　　半導体事業では、音源と画像で独創的なデ

バイスを開発して、他社との差別化を図る
とともに、中国市場の開拓を進めます。ま
た、防音室等「音環境」ビジネス、調音パ
ネル等「音空間」ビジネスの事業化に取り
組んでまいります。

５．財産及び損益の状況の推移



６．重要な子会社の状況

（注）1．ヤマハ ミュージック フランス、天津ヤマハ電子楽器有限公司、杭州ヤマハ楽器有限公司及びヤマハ電子（蘇州）有限公司の出資比率
は、子会社の間接所有によるものであります。

　　2．ヤマハリビングテック株式会社は、平成22年3月31日付の株式譲渡に伴い、子会社ではなくなりました。
　　3．連結子会社は、上記の重要な子会社11社を含む84社であります。
　　4．ヤマハ ミュージック フランスは、平成22年4月1日付でヤマハ ミュージック ヨーロッパに経営統合されました。

７．主要な事業内容

（注）ヤマハリビングテック株式会社株式の譲渡に伴い、同社が子会社から外れたことにより、主要な事業内容からリビング事業を除いておりま
す。
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ヤマハ　コーポレーション　オブ　アメリカ

ヤ マ ハ 　 ミ ュ ー ジ ッ ク 　 ヨーロッパ

ヤ マ ハ 　 ミ ュ ー ジ ッ ク 　 フ ラ ン ス

ヤマハ　ミュージック　マニュファクチャリング　アジア

ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司

天 津 ヤ マ ハ 電 子 楽 器 有 限 公 司

杭 州 ヤ マ ハ 楽 器 有 限 公 司

ヤ マ ハ 電 子 （ 蘇 州 ） 有 限 公 司

株 式 会 社 ヤ マ ハ ミ ュ ー ジ ッ ク 東 京

ヤマハ鹿児島セミコンダクタ株式会社

ヤ マ ハ フ ァ イ ン テ ッ ク 株 式 会 社

楽 器 事 業

ＡＶ・ＩＴ事業

電 子 部 品 事 業

そ の 他 の 事 業

ピアノ、電子楽器、管・弦・打楽器、教育楽器、音響機器、防音室、音楽教室、
英語教室、音楽ソフト、調律

オーディオ、情報通信機器

半導体

ゴルフ用品、自動車用内装部品、ＦＡ機器、宿泊施設・スポーツ施設の経営

会　　　社　　　名 資本金
千米ドル

50,000
千ユーロ

70,000

1,200
百万インドネシアルピア

 82,450
千中国元

717,660

76,800

396,123

158,857
百万円

950

450

300

当 社 の
出資比率 主 要 な 事 業 内 容

事　業　区　分 主　　要　　製　　品　　等

％

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

60.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

楽器の輸入及び販売

欧州地域の投資管理、楽器・AV機器の輸入
及び販売

楽器・AV機器の輸入及び販売

楽器の製造

中国国内の投資管理、楽器・AV機器の販売

楽器の製造

楽器の製造

AV機器の製造

楽器の販売

半導体の製造

自動車用内装部品、ＦＡ機器の製造及び販売



８．主要な営業所及び工場

９．従業員の状況

（注）1．従業員数は、就業員数で記載しております。
　　2．ヤマハリビングテック株式会社株式の譲渡に伴い、同社が子会社から外れたことにより、リビング事業の従業員数817名を除外しており
　　　  ます。

10．主要な借入先
　　該当事項はありません。
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14,691

2,960

627

997

19,275

名 135

  47

△32

　 △106

44

名楽 器 事 業

Ａ Ｖ ・ Ｉ Ｔ 事 業

電 子 部 品 事 業

そ の 他 の 事 業

合 計

本 社

営業拠点

生産拠点

国 内

海 外

当 社

子 会 社

事　業　区　分 従　業　員　数 前期末比増減

静岡県浜松市中区中沢町10番1号

東京事業所（東京都港区）、大阪事業所（大阪市中央区）、名古屋事業所（名古屋市中区）、
九州事業所（福岡市博多区）、北海道事業所（札幌市中央区）、仙台事業所（仙台市青葉区）

本社工場（浜松市中区）、天竜工場（浜松市南区）、磐田工場（静岡県磐田市）、
掛川工場（静岡県掛川市）、豊岡工場（静岡県磐田市）、埼玉工場（埼玉県ふじみ野市）

株式会社ヤマハミュージック東京（東京都中央区）他販売子会社7社
株式会社ヤマハミュージックエンタテインメントホールディングス（東京都渋谷区）他7社
ヤマハエレクトロニクスマーケティング株式会社（東京都港区）
ヤマハ鹿児島セミコンダクタ株式会社（鹿児島県姶良郡）
ヤマハファインテック株式会社（浜松市南区）
株式会社つま恋（静岡県掛川市）、株式会社葛城（静岡県袋井市）

ヤマハ コーポレーション オブ　アメリカ（米国）
ヤマハ カナダ ミュージック（カナダ）
ヤマハ ミュージック ヨーロッパ（ドイツ）
ヤマハ ミュージック UK（英国）
ヤマハ ミュージック フランス（フランス）
ヤマハ ミュージック マニュファクチャリング アジア（インドネシア）
ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司（中国）
天津ヤマハ電子楽器有限公司（中国）
杭州ヤマハ楽器有限公司（中国）
ヤマハ電子（蘇州）有限公司
ヤマハ エレクトロニクス コーポレーション　ＵＳＡ（米国）
ヤマハ エレクトロニクス マニュファクチャリング マレーシア（マレーシア）



Ⅱ  会社の株式に関する事項
１．発行可能株式総数　　700,000,000株
２．発行済株式の総数　　197,233,251株（自己株式21,774株を除く。）
３．株　　主　　数　　　　　 23,702名
４．大　　株　　主

（注）持株比率は持株数を発行済株式の総数（自己株式を除く。）で除しております。

（注）「個人・その他」には自己株式が含まれております。

（注）政府・地方公共団体の株主比率及び持株比率はともに0.0％となります。

Ⅲ  会社の新株予約権等に関する事項
　　該当事項はありません。
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10,326
10,154
9,636
8,918
8,779
8,349
7,300
6,482
5,775
4,030

千株ヤ マ ハ 発 動 機 株 式 会 社
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行
株 式 会 社 静 岡 銀 行
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社
株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

株　　主　　名 持　株　数

5.24
5.15
4.89
4.52
4.45
4.23
3.70
3.29
2.93
2.04

％

持　株　比　率

円 百万株

4

6
▼

7
　
9
▼

10
　
12
▼

1
　
3
▼

4
　
6
▼

7
　
9
▼

10
　
12
▼

平成20年 平成21年
1
　
3
▼

平成22年

（東京証券取引所）●株主構成

　個人・その他
　政府・地方公共団体
　金融機関
　その他国内法人
　外国人
　証券会社

株式数　   

21,177千株
8　　

103,318　　
18,150　　
46,042　　
8,556　　

株主数   

22,978名
1　
86　
230　
369　
38　

●株価及び株式売買高の推移

個人・その他
96.9％

外国人1.5％
その他国内法人1.0％

証券会社0.2％
金融機関0.4％

株主数

株主比率

金融機関
52.4％

外国人
23.4％

その他国内法人
9.2％

個人・その他
10.7％

証券会社
4.3％

株式数

持株比率

0
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Ⅳ  会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の氏名等
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氏　　名 地　　位 担当、重要な兼職の状況

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

常務執行役員
楽器事業統括

執行役員
プロダクティブテクノロジー事業統括、
プロセス管理統括、ゴルフHS事業部担当

常務執行役員
経営企画統括

執行役員
経営管理統括、総務部長

執行役員
サウンド・IT事業統括、AV機器事業部長

弁護士（河本・三浦法律事務所）
旭情報サービス株式会社社外監査役

公認会計士（喜多村公認会計士事務所）
ローム株式会社社外監査役
株式会社MonotaRO社外取締役
MIDリート投資法人監督役員

サウンドネットワーク事業部長

氏　　名 担　当

製造企画部長

人事部長

INFOサウンド開発推進室長

梅　村　　　充
みつるむらうめ

岡　部　比呂男
ひ ろ おべおか

梶　川　　　隆
たかしかわかじ

八　幡　泰　司
やす しはたや

高　橋　源　樹
もと きはしたか

佐々木　　　勉
つとむきささ

牧　野　時　久
とき ひさのまき

矢　部　　　久
ひさしべや

三　浦　州　夫
くに おうらみ

寺　井　康　晴
やす はるいてら

喜多村　晴　雄
はる おむらたき

小　原　辰　三
たつ みはらお

ヤマハ楽器音響（中国）
投資有限公司董事長・総経理

ヤマハ  コーポレーション  
オブ  アメリカ取締役社長

ヤマハ  ミュージック  
ヨーロッパ取締役社長

越　場　正　明
まさ あきばこし

土　井　好　広
よし ひろいど

安　部　盛　次
せい じべあ

中　田　卓　也
たく やたなか

細　井　正　人
まさ ひといほそ

ピアノ事業部長小野田　　　孝
たかしだのお

飯　塚　　　朗
あきらづかいい

経営企画室長加　藤　政　人
まさ ひととうか

大　澤　博　史
ひろ ふみさわおお

広報部長三　木　　　渡
わたるきみ

大　池　真　人
まさ といけおお

近　藤　昌　夫
まさ おどうこん

執行役員
楽器・AV営業統括、国内営業本部長

執行役員
PA・DMI事業部長

２．執行役員（取締役執行役員は除く）

（注）1．取締役梶川隆は、社外取締役であります。
　　2．監査役三浦州夫、寺井康晴及び喜多村晴雄の3名

は、社外監査役であります。
　　3．当社は、社外監査役三浦州夫及び喜多村晴雄の両

名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て、同取引所に届け出ております。

　　4．監査役牧野時久及び矢部久の両名は、長年当社の
経理業務を担当した経験を有し、また、喜多村晴雄
は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

　　5．①平成21年6月25日開催の第185期定時株主総会に
おいて、近藤昌夫、土井好広及び中田卓也の3
名は取締役に、喜多村晴雄は監査役に新たに選
任され、それぞれ就任いたしました。

　　　 ②取締役高橋源樹は、平成21年6月25日付で常務
執行役員に就任いたしました。

　　6．取締役梶川隆は、平成21年11月1日付でヤマハ発動
機株式会社の代表取締役社長を退任し、平成22年
3月25日付で同社の取締役を退任いたしました。

（注）執行役員安部盛次、細井正人、飯塚朗、大澤博史及
び大池真人の5名は、平成21年6月25日付で新たに
執行役員に就任いたしました。



５．取締役及び監査役報酬等の総額

６．社外役員に関する事項
（1）重要な兼職の状況及び他の兼職先との関係
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梶　川　　　隆
たかしかわかじ

三　浦　州　夫
くに おうらみ

喜多村　晴　雄
はる おむらたき

３．当事業年度後における取締役の異動
（1）退任
　　取締役八幡泰司は平成22年4月1日付で取締役を辞任い

たしました。
（2）担当及び重要な兼職の異動

４．当事業年度後における執行役員の異動

氏　　名 地　位 担当、重要な兼職の状況

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

執行役員
サウンド・IT事業統括

常務執行役員
品質保証部長、ゴルフHS事業部担当
製造企画部担当

執行役員
コーポレートリソース統括

執行役員
楽器・AV営業統括

執行役員
ヤマハコーポレーションオブアメリカ取締役社長

氏　　名 担　当

楽器事業統括

デジタル楽器事業部長

AV機器事業部長

岡　部　比呂男
ひ ろ おべおか

近　藤　昌　夫
まさ おどうこん

土　井　好　広
よし ひろいど

中　田　卓　也
たく やたなか

佐々木　　　勉
つとむきささ

越　場　正　明
まさ あきばこし

飯　塚　　　朗
あきらづかいい

大　澤　博　史
ひろ ふみさわおお

（注）1．上記には平成21年6月25日開催の第185期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役3名を含んでおります。
　　2．平成18年6月27日開催の第182期定時株主総会において「取締役及び監査役に対する退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金打切り支給の

件」をご承認いただき、平成18年6月末日までの取締役及び監査役それぞれの在任期間に対応するものとして算定された退職慰労金を贈
呈することといたしました。これに基づき上記金額とは別に、当事業年度中に退任した取締役3名に対し総額3億56百万円の退職慰労金
を支給しております。

区　分 人　員 報酬等の総額 報酬等の総額のうち賞与の額

取　締　役（うち社外取締役）

監　査　役（うち社外監査役）

１２名（１名）

５名（３名）

２億７６百万円（　５百万円）

７４百万円（１８百万円）

̶

̶

氏　名 地　位 重要な兼職の状況

公認会計士（喜多村公認会計士事務所）・ローム株式会社社外監査役
株式会社MonotaRO社外取締役・MIDリート投資法人監督役員
重要な兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

弁護士（河本・三浦法律事務所）・旭情報サービス株式会社社外監査役
重要な兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

（平成22年4月1日付）

（取締役執行役員は除く） （平成22年4月1日付）

ヤマハ発動機株式会社代表取締役社長（平成21年11月1日付で代表取締役社長退任）
当社は、ヤマハ発動機株式会社の発行済株式総数の14.8％の株式を保有しております。
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Ⅴ  会計監査人の状況
１．会計監査人の名称
　　新日本有限責任監査法人

２．会計監査人の報酬等の額

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実
質的にも区分できないため、上記（１）の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

　　2．当社の重要な子会社のうち、ヤマハ コーポレーション オブ アメリカ、ヤマハ ミュージック ヨーロッパ、ヤマハ ミュージック フラン
ス、ヤマハ ミュージック マニュファクチャリング アジア、ヤマハ楽器音響（中国）投資有限公司、天津ヤマハ電子楽器有限公司、杭州
ヤマハ楽器有限公司及びヤマハ電子（蘇州）有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資
格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けております。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として会計監査人が職務を
適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任また
は不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。

区　　　　分 支払額

（1）当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（2）当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

73百万円

1億16百万円

（3）責任限定契約の内容の概要
　　当社は、取締役梶川隆、監査役三浦州夫、寺井康晴及び喜多村晴雄と会社法第423条第１項の賠償責任を限
定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定める最低限度額となります。

（2）当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、経営者としての豊かな経験と高い見
識に基づき、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

氏　名 地　位 当事業年度における主な活動状況

梶　川　　　隆 取　締　役

当事業年度開催の取締役会14回のうち12回に出席、また、監査役会15回のうち14回に出席
し、主に弁護士としての専門的見地からの発言を行っております。監　査　役

当事業年度開催の取締役会14回の全てに出席、また、監査役会15回の全てに出席し、経営
者としての豊かな経験と高い見識に基づく発言を行っております。寺　井　康　晴 監　査　役

就任後、当事業年度開催の取締役会11回のうち10回に出席、また、監査役会10回の全てに
出席し、主に公認会計士としての専門的見地からの発言を行っております。監　査　役喜多村　晴　雄

はる おむらたき

三　浦　州　夫
くに おうらみ

やす はるいてら

たかしかわかじ



Ⅵ  業務の適正を確保するための体制
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制

（1）取締役会は、取締役会決議を要する重要事項を
取締役会規則で定めるとともに、意思決定の手
続、決議内容の合理性を要求する。代表取締役
及び業務執行取締役は、職務執行の状況を取締
役会に報告し、取締役会は取締役の職務執行を
監督する。

（2）監査役は、取締役の職務執行状況を監査基準、
監査計画に基づき監査する。

（3）独立社外取締役、独立社外監査役の積極的な導
入を進め、更なる経営の客観性と透明性を高め
る。

（4）コンプライアンス委員会を設置して、「コンプ
ライアンス行動規準」の制定、規程・マニュア
ルの整備を行い、コンプライアンス教育の徹底
を図る。

（5）法令等の遵守体制及び有効な内部牽制システム
の構築を行う。その推進のため、担当スタッフ
部門は、グループ企業に対し指導・助言を行
う。

（6）内部監査部門を設置し、直接的あるいは間接的
なグループ企業に対する内部監査をとおして更
なる業務改善を進める。

（7）公平で透明性の高い人事制度の確立をもってグ
ループ企業従業員の意識の昂揚、モラルの向上
を図る。

（8）コンプライアンスの実効性を高めるため、内部
通報制度を設ける。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理
等に関する体制

（1）取締役は、その職務の執行に係る文書その他の
情報につき、社内規程に則り、適切に保存及び
管理を行う。

（2）内部監査部門による定期的な情報の保存・管理
についての監査を実施する。

（3）重要情報の管理体制を構築し、正確かつ迅速な
情報開示を行う。

３．損失の危険に関する規程その他の体制
（1）業務執行に伴い発生する可能性のある各種リス

クのうち、発生可能性、重要性に鑑み、法令違
反行為、ブランド毀損、ＰＬ・クレーム等の品
質問題、環境、輸出管理、個人情報保護、健康
安全等については、取締役を長とする全社横断
的な委員会等を設置し、グループ全体のリスク
管理方針の策定を行う。また、個別のリスクマ
ネジメントの実施については、リスクの内容に
応じて決定した担当スタッフ部門が、規程・マ
ニュアルの整備及びグループ全体に対する指
導・助言を行う。

（2）内部監査部門の内部監査をとおして、リスク情
報の収集と適切な対応を行う。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確
保するための体制

（1）取締役会は、取締役会規則、権限規程その他の
業務執行に係る規程を整備し、取締役会と代表
取締役の権限と責任を明確にするほか、適切な
権限委譲、当社各部門・グループ企業のミッシ
ョン、指揮命令系統の明確化をとおして業務執
行スピードの向上と経営の効率性を高める。

（2）取締役会決議事項他のグループ全体に影響を及
ぼす重要事項については、手続・決議内容の合
理性・適法性を担保するため、事前に経営会議
等において充分な討議を行い、必要に応じて外
部専門家の意見を聴取する。

（3）グループ全体の目標値の設定及び業績評価を行
うため、迅速な経営判断、リスク管理を可能と
する経営管理システムを構築する。
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５．株式会社及びその子会社から成る企業集団にお
ける業務の適正を確保するための体制

（1）グループ企業各社の経営状況の把握と正確かつ
迅速な連結決算を行うための情報インフラを整
備する。

（2）「グループ マネジメント 憲章」を定めグループ
経営の方針を明確化するとともに、グループ企
業管理規程に基づき、子会社管轄部門は、所轄
するグループ企業の経営について適切に指導・
助言する責任を負い、一定の重要事項につい
て、子会社は当該部門と事前の協議・相談等を
するものとし、スタッフ部門はこれを支援す
る。

（3）グループ全体を対象にリスク管理体制を敷くと
ともに、コンプライアンス教育を実施する。

（4）グループ企業は、原則として取締役会及び監査
役あるいは監査役会を設置する。

（5）必要に応じ、内部監査、外部監査を行い、その
結果を業務改善のためにフィードバックする。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこ
とを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査役の職務を補助する専任の組織として監査
役会直轄の監査役室を設置する。また、監査
役、監査役室の要請により、スタッフ部門も監
査事務の補助を行う。

７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役から
の独立性に関する事項

　　監査役会は、監査役室の組織・人事異動につい
て取締役から事前に報告を受けるほか、必要な
場合は､当該組織・人事異動に意見を述べ､ある
いは変更を要請する｡監査役室には､取締役の指
揮命令に服さない従業員を置く｡更に､当該従業
員の人事評価､懲戒処分は､事前に監査役会また
は監査役会の定める常勤監査役の同意を要する
こととする。

８．取締役及び使用人が監査役会に報告するための
体制その他監査役への報告に関する体制

（1）監査役は、経営会議、執行役員会等の重要会議
に出席し、意見を述べる。

（2）監査役は、決裁書他の重要書類を閲覧し、必要
に応じて取締役及び従業員に対して説明・報告
を求める。

（3）法令に定められた事項のほか、監査役会の定め
るところに従い、下記の報告事項等を定期的に
監査役会に報告する。

　　①　担当スタッフ部門による内部統制の活動報
告　　

　　②　担当スタッフ部門によるコンプライアンス
遵守状況報告並びに内部通報制度の運用及
び通報状況

　　③　内部監査部門による内部監査の結果
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制

　　代表取締役社長は、自ら、あるいは内部監査部
門をとおして、内部統制システムの整備、運用
状況等について、監査役と定期的な意見交換の
場を持ち、その恒常的な改善を推進する。ま
た、監査役が必要と認める場合には、監査業務
について外部専門家による支援を確保する。

10．反社会的勢力排除に向けた基本方針
　　コンプライアンス経営の主要な要素の一つとし
て、反社会的勢力排除を当社の定める「コンプ
ライアンス行動規準」に明言し、反社会的勢力
からの不当要求に対する断固拒否と、不当要求
を生む温床となる不祥事等の隠蔽排除の姿勢を
明確にする。また、反社会的勢力からの不当要
求がなされた場合には、担当者あるいは担当部
門だけの問題とせず、外部の専門機関と連携を
とりながら、組織全体の問題として捉え解決に
努める。
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Ⅶ  株式会社の支配に関する基本方針
１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配
　　する者の在り方に関する基本方針
　　当社グループは、ヤマハブランドの下に、音・
音楽を軸としながら、楽器等のハードウェア製造
業を主体としたメーカービジネスと、音楽教室や
音楽コンテンツ配信等のソフト・サービスビジネ
スとの有機的な連携等により独自の事業構造を形
成しております。特に、当社の主力事業でありま
す楽器事業につきましては、音楽教室、各種音楽
イベントの実施をはじめとする不断の音楽普及活
動、専門家対応等が不可欠のものとなっており、
当社は、内外の取引先、音楽関係者との信頼関係
を通じてこれらの活動を行っております。これら
の活動とそれを支える人的資源の統合こそが当社
グループの企業価値の源泉であります。
　　近時、わが国の資本市場においては、対象とな
る会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に
大量の株式の買付けを強行するといった動きが顕
在化しつつあります。こうした大量買付けの中に
は、その目的等からみて企業価値ひいては株主共
同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの等も
少なくありません。当社は、上記当社グループの
企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れ
のある不適切な大量買付行為またはこれに類似す
る行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の
決定を支配する者としては適切でないと考えてお
ります。

２．基本方針の実現に資する取組みの概要
　　「音・音楽を原点に培った技術と感性で新たな
感動と豊かな文化を世界の人々とともに創りつづ
ける企業として成長する」ことを企業目的として
掲げ、安定的な高収益の創出と持続的な成長に加
え、良き企業市民として経済面、環境面、社会面
において求められる責任を果たすことにより企業
価値／ブランド価値の向上に努めております。
　　経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施
策を実施するとともに、国内外にわたる積極的な
ＩＲ活動、適切な情報開示をとおして、透明で質
の高いかつ効率性を追求した経営の実現に取り組
んでおります。また、執行役員制度の導入、全社
ガバナンス委員会（コンプライアンス委員会、
　ＣＳＲ委員会、役員人事委員会）の設置、内部監
査体制の整備等をとおしてガバナンス機能の強化
を図っております。
　　中期経営計画「ＹＧＰ２０１０（Yamaha 
Growth Plan 2010）」では、音・音楽・ネッ
トワーク関連技術を基盤とした「楽器・音響・音
楽ソフト、AV・IT、半導体事業（The Sound 
Company領域）」での成長の実現と「多角化事
業領域」での各業界における強固なポジションの
確立によるグループ企業価値の増大に取り組んで
まいりました。加えて事業成長により生み出され
た利益について、更なる成長に資するための研究
開発・販売投資・設備投資などに振り向けると同
時に、配当性向を重視した配当政策を採用し、株
主の皆様への還元に留意してまいりました。
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３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の
財務及び事業の方針の決定が支配されることを
防止するための取組みの概要

　　当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益を確保し、向上させることを目的として、平成
　19年6月26日開催の第183期定時株主総会において
「当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収
防衛策）の導入承認の件」をご承認いただき、新
株予約権の無償割当てを活用した方策（「本プラ
ン」）を導入しております。
　　本プランの概要は、以下のとおりです。
（1）本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益

を確保・向上させることを目的として、当社株
券等に対する買付け等が行われる場合に、買付
者または買付提案者に対し、事前に当該買付け
等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買
付け等についての情報収集・検討等を行う期間
を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の
計画や代替案等を提示したり、買付者等との交
渉等を行っていくための手続を定めておりま
す。

　　対象となる買付け等とは、次のとおりです。
　　①　当社が発行者である株券等について、保有
者の株券等保有割合が20％以上となる買付け

　　②　当社が発行者である株券等について、公開買
付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別
関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる
公開買付け

（2）買付者等が本プランにおいて定められた手続に
従うことなく買付けを行う等、買付者等による
買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を
害する恐れがあると認められる場合には、当社
は、当該買付者等による権利行使は認められな
いとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の
者から当社株式と引換えに新株予約権を取得す
る旨の取得条項が付された新株予約権を、その
時点の当社以外の全ての株主の皆様に対して新

株予約権無償割当ての方法により割り当てま
す。

（3）本新株予約権の無償割当ての実施、不実施また
は取得等の判断については、当社取締役会の恣
意的判断を排するため、独立委員会規則に従
い、当社経営陣から独立した者のみから構成さ
れる独立委員会の判断を経るとともに、株主の
皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性
を確保することとしております。

　　独立委員会は、予め提出された買付者等からの
必要情報及び当社取締役会からの情報・意見に
基づいて所定の検討期間（原則として最長60日
間）内に上記の判断をし、これを当社取締役会
に勧告します。当社取締役会は、独立委員会の
勧告を最大限尊重して、新株予約権の無償割当
ての実施・不実施の決議を行います。

（4）仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割
当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の
皆様による本新株予約権の行使により、または
当社による本新株予約権の取得と引換えに、買
付者等以外の株主の皆様に対して当社株式が交
付された場合には、当該買付者等の有する当社
株式の議決権割合は、最大50％まで希釈化され
る可能性があります。

（5）本プランの有効期限は、平成22年に開催される
定時株主総会後、最初に開催される取締役会終
結の時までとしております。また、有効期間中
においても、当社の株主総会において本プラン
を廃止する旨の決議が行われた場合、または当
社の株主総会で選任された取締役で構成される
取締役会により本プランを廃止する旨の決議が
行われた場合には、その時点で廃止されるもの
としております。

19



４．取締役会の判断及びその判断に係る理由
　　本プランは、当社の企業価値及び株主共同の利
益を損なうものではなく、また、当社役員の地位
の維持を目的とするものではありません。その判
断に係る理由は以下のとおりです。

（1）本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年
5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益
の確保又は向上のための買収防衛策に関する指
針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利
益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の
原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足し
ております。

（2）本プランは、当社株式に対する買付け等がなさ
れた際に、当該買付け等に応じるべきか否かを
株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が
代替案を提示するために必要な情報や時間を確
保するほか、株主の皆様のために買付者等と交
渉を行うこと等を可能とすることにより、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、
向上させるという目的をもって導入されたもの
です。

（3）本プランは、株主の皆様のご意向を反映すべく
平成19年6月26日開催の第183期定時株主総会の
承認をもって導入されました。

（4）当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆
様のために本プランの発動等の運用に際しての
実質的な判断を客観的に行う機関として、当社
の業務執行を行う経営陣から独立した委員から
なる独立委員会を設置しております。

（5）本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な
客観的要件が充足されなければ発動されないよ
うに設定されており、当社取締役会による恣意
的な発動を防止するための仕組みを確保してい
るものといえます。

（6）当社取締役の任期は１年です。従って、毎年の
取締役の選任を通じても、本プランにつき、株
主の皆様のご意向を反映させることが可能とな
ります。また、本プランは、当社の株主総会で
選任された取締役で構成される取締役会により
廃止することができるものとされており、当社
の株券等を大量に買い付けた者が、当社の株主
総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成さ
れる取締役会により、本プランを廃止すること
が可能です。

　　当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収
防衛策）の詳細を、次の当社ウェブサイトに掲
載しております。

　　http://www.yamaha.co.jp/
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連結貸借対照表
（平成22年3月31日現在）

（単位：百万円）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

純　　資　　産　　の　　部

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

402,152資産合計 402,152負債純資産合計

147,560負債合計

254,591純資産合計

193,260
59,407
48,911
670

48,087
12,496
8,935
7,504
8,744
△1,496

208,891
116,291
42,158
12,454
8,871
50,655
306

1,845
3,203
348

2,855
89,396
80,044
467

2,920
5,254
1,515
△803

75,182
21,791
8,816
1,023
32,496
1,900
986
7

2,492
177
14
926

4,550
72,378
5,177
929

14,931
33,675
16,144
1,519

236,169
28,534
40,054
167,614

△34
15,569
34,000
△166
16,201
△34,466
2,852

　　流動資産
　　　現金及び預金
　　　受取手形及び売掛金
　　　有価証券
　　　商品及び製品
　　　仕掛品
　　　原材料及び貯蔵品
　　　繰延税金資産
　　　その他
　　　貸倒引当金

　　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物
　　　機械装置及び運搬具
　　　工具、器具及び備品
　　　土地
　　　リース資産
　　　建設仮勘定
　　無形固定資産
　　　のれん
　　　その他
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券
　　　長期貸付金
　　　繰延税金資産
　　　敷金及び保証金
　　　その他
　　　貸倒引当金

　　流動負債
　　　支払手形及び買掛金
　　　短期借入金
　　　１年内返済予定の長期借入金
　　　未払金及び未払費用
　　　未払法人税等
　　　特定取引前受金
　　　繰延税金負債
　　　製品保証引当金
　　　返品調整引当金
　　　工事損失引当金
　　　構造改革費用引当金
　　　その他
　　固定負債
　　　長期借入金
　　　繰延税金負債
　　　再評価に係る繰延税金負債
　　　退職給付引当金
　　　長期預り金
　　　その他

　　株主資本
　　　資本金
　　　資本剰余金
　　　利益剰余金
　　　自己株式
　　評価・換算差額等
　　　その他有価証券評価差額金
　　　繰延ヘッジ損益
　　　土地再評価差額金
　　　為替換算調整勘定
　　少数株主持分
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（単位：百万円）

連結損益計算書
（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで） （平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

414,811
268,380
146,431
139,602
6,828

329
457
253

1,431
2,471

451
2,804
1,133
4,388
4,910

804
377
1
5

113
1,301

782
478
15
428
12

2,159
574

1,962
6,413
201

3,084
1,265
371

4,921

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
　　受取利息
　　受取配当金
　　雇用調整助成金収入
　　その他
　　営業外収益合計
営業外費用
　　支払利息
　　売上割引
　　その他
　　営業外費用合計
経常利益
特別利益
　　固定資産売却益
　　製品保証引当金戻入額
　　投資有価証券売却益
　　関係会社清算益
　　構造改革費用引当金戻入額
　　特別利益合計
特別損失
　　固定資産除却損
　　投資有価証券評価損
　　投資有価証券売却損
　　関係会社株式評価損
　　関係会社清算損
　　関係会社株式売却に係る損失
　　過年度関税
　　減損損失
　　特別損失合計
税金等調整前当期純損失
法人税､住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
当期純損失

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期末残高

39,870

△12,711

△9,867

83

17,375

41,223

1,308

△673

59,235

連結キャッシュ・フロー計算書の要旨
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連結株主資本等変動計算書
（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）

（単位：百万円）

株主資本

利　益
剰余金

資　本
剰余金 自己株式資本金 株主資本

合　　計

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成21年3月31日残高
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当
　当期純損失
　連結範囲の変動
　持分法適用範囲の変動
　土地再評価差額金の取崩
　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計
平成22年3月31日残高

28,534

̶
28,534

40,054

̶
40,054

176,739

△5,917
△4,921
1,522

6
185

△9,124
167,614

△29

△4

△4
△34

245,298

△5,917
△4,921
1,522

6
185
△4

△9,129
236,169

評価・換算差額等

土　地
再評価
差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

評価・換算
差額等合計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

平成21年3月31日残高
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当
　当期純損失
　連結範囲の変動
　持分法適用範囲の変動
　土地再評価差額金の取崩
　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計
平成22年3月31日残高

19,817

14,183

14,183
34,000

△394

227

227
△166

18,769

△2,567

△2,567
16,201

△34,495

28

28
△34,466

3,697

11,872

11,872
15,569

少数株主
持　　分

2,845

7

7
2,852

純資産
合　計

251,841

△5,917
△4,921
1,522

6
185
△4

11,879

2,750
254,591
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連結注記表

Ⅰ　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　１．連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社数　84社
　　　　当連結会計年度より、新たに国内子会社３社と海外子会社２社を

連結の範囲に含めております。また、国内子会社６社と海外子会
社３社を連結の範囲から除外しております。

　　　　非連結子会社である不二音響株式会社は、連結子会社であるヤマ
ハサウンドテック株式会社と合併し、ヤマハサウンドシステム株
式会社と社名を変更しております。この合併により、ヤマハサウ
ンドシステム株式会社を連結の範囲に含めており、ヤマハサウン
ドテック株式会社は連結の範囲から除外しております。また、株
式会社ヤマハミュージックアンドビジュアルズ、株式会社エピキ
ュラス、L.Bösendorfer Klavierfabrik GmbH、Yamaha 
Music LLC.(ロシア)は重要性が増したため、連結の範囲に含め
ております。株式会社ヤマハミュージック西東京、株式会社ヤマ
ハミュージック横浜は、株式会社ヤマハミュージック東京との合
併により、連結の範囲から除外しております。台湾山葉楽器製造
股份有限公司、Kemble & Company Ltd.は営業活動を終了して
おり、清算手続きに入ったことにより重要性が乏しくなったた
め、連結の範囲から除外しております。Kemble Music Ltd.は
Yamaha Music UK Ltd.に営業譲渡し、営業活動を終了してお
り、清算手続きに入ったことにより重要性が乏しくなったため、
連結の範囲から除外しております。また、ヤマハリビングテック
株式会社株式の85.1％を譲渡し、同社及びその子会社であるヤ
マハリビングプロダクツ株式会社、株式会社ジョイエルホームの
３社が連結の範囲から外れておりますが、期末までの損益及びキ
ャッシュ・フローについては連結しております。

　　　主要な連結子会社の名称
　　　　Yamaha Corporation of America
　　　　Yamaha Music Europe GmbH
　　　　Yamaha Musique France S.A.S.
　　　　P.T. Yamaha Music Manufacturing Asia
　　　　雅馬哈楽器音響（中国）投資有限公司
　　　　天津雅馬哈電子楽器有限公司
　　　　杭州雅馬哈楽器有限公司
　　　　雅馬哈電子（蘇州）有限公司
　　　　株式会社ヤマハミュージック東京
　　　　ヤマハ鹿児島セミコンダクタ株式会社
　　　　ヤマハファインテック株式会社
　　　主要な非連結子会社名及び連結の範囲から除いた理由
　　　　株式会社ヤマハアイワークス
　　　　非連結子会社はその資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

を考慮した場合、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼ
しておりません。

　　　　 (会計方針の変更)
　　　　当連結会計年度より「連結財務諸表における子会社及び関連会社の

範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年５月
13日 企業会計基準適用指針第22号）を適用しております。なお、
当該変更が当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

　２．持分法の適用に関する事項
　　　持分法を適用した関連会社数   １社
　　　　当連結会計年度より、持分法適用関連会社１社を持分法の適用の

範囲から除外しております。
　　　　ダオ・ワイエーアール有限責任事業組合は営業活動を終了してお

り、清算手続きに入ったことにより重要性が乏しくなったため、
持分法適用会社から除外しております。

　　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等
の名称

　　　　株式会社ヤマハアイワークス
　　　持分法を適用しない理由
　　　　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持
分法の適用から除外しております。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、以下の10社を除いてすべて、当社と同一で

あります。
　　　　Yamaha de Mexico,S.A.de C.V.
　　　　Yamaha Musical do Brasil LTDA.
　　　　Yamaha Music LLC. （ロシア）
　　　　天津雅馬哈電子楽器有限公司
　　　　雅馬哈貿易（上海）有限公司
　　　　蕭山雅馬哈楽器有限公司
　　　　雅馬哈楽器音響（中国）投資有限公司
　　　　雅馬哈電子（蘇州）有限公司
　　　　杭州雅馬哈楽器有限公司
　　　　雅馬哈楽器技術培訓（上海）有限公司
　　　上記10社の決算日は12月31日であり、連結決算日に正規の決算に準

ずる合理的な手続きにより決算を行っております。
　４．会計処理基準に関する事項
　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　①　有価証券
　　　　　満期保有目的の債券　…　償却原価法（定額法）
　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの　　…　連結決算日の市場価格等に基づく時
　　　　　　　　　　　　　　　　　価法（評価差額は全部純資産直入法
　　　　　　　　　　　　　　　　　により処理し、売却原価は総平均法
　　　　　　　　　　　　　　　　　により算定）
　　　　　　時価のないもの　　…　総平均法による原価法
　　　②　デリバティブ
　　　　　時価法
　　　③　棚卸資産
　　　　　当社及び国内連結子会社は主として後入先出法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、在外連
結子会社は主として移動平均法による低価法によっております。

　（２）重要な減価償却資産の減価償却方法
　　　①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　主として定率法によっております。但し、一部の連結子会社は

定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。
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　　　　　　建物　　　　　　　　31～50年（附属設備は主に15年）
　　　　　　構築物　　　　　　　10～30年
　　　　　　機械装置　　　　　　４～９年
　　　　　　工具、器具及び備品　５～６年（金型は主に２年）
　　　②　リース資産
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
　　　　　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　（３）重要な引当金の計上基準
　　　①　貸倒引当金
　　　　　営業債権等を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績

率による算定額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　②　製品保証引当金
　　　　　製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高もしくは

販売台数に対して経験率により、または個別見積により計上し
ております。

　　　③　構造改革費用引当金
　　　　　事業の再編等に伴い発生する費用に備えるため、発生見込額を

計上しております。
　　　④　退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。

　　　　　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し
ております。数理計算上の差異については、各連結会計年度の
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。

　（４）重要な収益及び費用の計上基準
　　　　完成工事高の計上基準
　　　　・工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実

性が認められる場合
　　　　　　工事進行基準によっております。
　　　　・上記の要件を満たさない場合
　　　　　　工事完成基準によっております。
　　　　・決算日における工事進捗度の見積方法
　　　　　　工事進行基準における原価比例法
　　　　　(会計方針の変更)
　　　　　請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適

用しておりましたが、当連結会計年度より「工事契約に関する
会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年12月27日 企業会計基
準第15号) 及び 「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業
会計基準委員会 平成19年12月27日 企業会計基準適用指針第18
号)が適用されたことに伴い、当連結会計年度に着手した工事か
ら、進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その
他の工事については工事完成基準を適用しております。

　　　　　なお、当該変更が当連結会計年度の損益に与える影響は軽微で
あります。

　（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
び少数株主持分に含めております。

　（６）重要なヘッジ会計の方法
　　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　　外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振

当処理を行っております。また、外貨建の予定取引の為替リス
クのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。

　　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　ヘッジ手段　…　先物為替予約、外貨プット円コールオプショ
　　　　　　　　　　　　　ン買建
　　　　　ヘッジ対象　…　外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定取引
　　　③　ヘッジ方針
　　　　　各社の社内管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場

の変動によるリスクを軽減するために、先物為替予約取引及び
通貨オプション取引について、実需の範囲内で行うこととして
おります。

　　　④　ヘッジの有効性評価の方法
　　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・変動

の回避との相関関係が継続的に存在することが明らかであるこ
とから、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有効性の評価は不要
のため、行っておりません。

　（７）その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　　①　消費税等の会計処理
　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　　　②　ファイナンス・リース取引に係る計上基準（貸手）
　　　　　貸主側の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

リース投資資産(流動資産その他)として計上しており、ファイナ
ンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料
受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　　全面時価評価法によっております。
　６．のれん及び負ののれんに関する事項
　　　５年間の均等償却によっております。

Ⅱ　連結貸借対照表に関する注記
　１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 198,513百万円
　２．担保提供資産
　　　　有価証券のうち　　　　　　　　　　　　　   370百万円
　　　　有形固定資産のうち　　　　　　　　　　　   207百万円
　　　　投資有価証券のうち　　　　　　　　　　　   450百万円
　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　1,028百万円
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株式の種類

普通株式（株）

前連結会計年度末

197,255,025

増　加

－

減　少

－

当連結会計年度末

197,255,025

決　議

平成21年6月25日
定時株主総会

株式の
種類

普通
株式

配当金の
総額

（百万円）

2,958

1株当たり
配当額
（円）

15.00

基準日

平成21年3月31日

効力発生日

平成21年6月26日

平成21年10月30日
取締役会

普通
株式 2,958 15.00 平成21年9月30日 平成21年12月7日

決　議

平成22年6月25日
定時株主総会

株式の
種類

普通
株式

配当金の
総額

（百万円）

2,465

1株当たり
配当額
（円）

12.50

基準日

平成22年3月31日

効力発生日

平成22年6月28日

配当の
原資

利益
剰余金

　　　　上記物件について、短期借入金35百万円及び特定取引前受金
986百万円の担保に供しております。

　３．保証債務
　　　下記の会社の金融機関からの借入債務に対して保証を行っております。
　　　　浜松ケーブルテレビ株式会社　　　　　　　   529百万円
　　　　　（実質的に保証している金額は41百万円であります。）
　４．輸出受取手形割引高　　　　　　　　　　　　   343百万円
　５．土地の再評価
　　　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、当社が事業用土地の再評価を行っております。
　（１）再評価実施日　　　　平成14年３月31日
　（２）再評価の方法
　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める「地方税法第341条第十号の土地課
税台帳又は同条第十一号の土地補充課税台帳に登録されている価
格」により算定しております。

　（３）再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額と
の差額　　　　　　　　　　　　　   △1,607百万円

Ⅲ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
　１．発行済株式の種類及び総数

　２．配当に関する事項
　（１）配当金の支払額

　（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日
が翌連結会計年度となるもの

Ⅳ　金融商品に関する注記
　（追加情報）
　　当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委
員会 平成20年３月10日 企業会計基準第10号）及び「金融商品の時価
等の開示に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年３月10日 
企業会計基準適用指針第19号）を適用しております。

　１．金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取組方針
　　　　当社グループは、資金運用については、原則として、元本保証、

固定金利の預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行
借入によっております。デリバティブ取引については、後述する
リスクを軽減するために、実需の範囲内で行うこととし、投機目
的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク
　　　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。また、外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに
晒されています。有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目
的の債券、元関連会社でブランドを共有するヤマハ発動機株式会
社株式、及び事業等において関連する企業の株式であり、市場価
格の変動リスク等に晒されております。

　　　　営業債務である支払手形及び買掛金、並びに未払費用及び未払金
は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、外貨建の営
業債務は、為替の変動リスクに晒されています。短期借入金は、
主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投
資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算日
後、最長で４年後であります。長期預り金は、レクリェーション
事業における会員権に係る債務であります。また、営業債務や借
入金、長期預り金は、流動性リスクに晒されています。

　　　　デリバティブ取引は、通常の輸出入取引による上記外貨建債権債
務に伴う、為替相場の変動によるリスクを軽減するために、先物
為替予約取引（包括予約）及び、通貨オプション取引（外貨プッ
ト円コールオプション買建）を行っております。

　　　　先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有してお
ります。通貨オプション取引は「外貨プット円コールオプション
買建」に限定しておりオプション料の負担の他には為替相場変動
によるリスクはありません。また、デリバティブ取引については
ヘッジ会計を適用しております。

　　　　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、
前述の「４．会計処理基準に関する事項」に記載されている
「（６）重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

　（３）金融商品に係るリスク管理体制
　　　　当社グループは、グループ財務管理ポリシーを定め、当社及び連

結子会社においてグループ財務管理ポリシーに基づく管理規程を
設定し、以下のリスクに対応する管理体制を整備しております。

　　　①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　　　　　営業債権については、与信管理規程及び債権管理規程を定め、

顧客毎に与信枠の設定・管理と債権の記帳・整理をし、定期的
に残高の確認を行っております。約定期限を過ぎた債権につい
ては、その原因及び回収予定の把握を行っております。

　　　　　満期保有目的の債券は、資金管理規程を定め、保有にあたっては
事前に当社・連結子会社間で協議することとし、主に格付の高い
債券のみを保有しているため、信用リスクは僅少であります。

　　　　　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティー
リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行
っております。
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区　分

（1）現金及び預金
（2）受取手形及び売掛金
（3）有価証券及び投資有価証券
　① 満期保有目的の債券
　② その他有価証券
（4）支払手形及び買掛金
（5）未払費用及び未払金
（6）デリバティブ取引 （*2）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）（*1）

59,407
48,911

1,130
72,780
(21,791)
(32,496)
(271)

時価
（百万円）（*1）

差額
（百万円）

―
―

1
―
―
―
―

59,407
48,911

1,132
72,780
(21,791)
(32,496)
(271)

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,819百万円

長期預り金 16,144百万円

　　　②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　　　　　外貨建の営業債権については、通常の輸出入取引に伴う為替相

場の変動によるリスクを軽減するために、外貨建の営業債務を
ネットしたポジションについて先物為替予約取引及び通貨オプ
ション取引を実需の範囲内で行うこととしております。また、
外貨建の営業債務は、恒常的に同じ外貨建の売掛金残高の範囲
内にあります。

　　　　　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体
（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の
債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しており
ます。

　　　　　デリバティブ取引に当たっては、上記（１）の取組方針に基づ
き、事前に当社・連結子会社間で協議の上、各社で社内管理規
程を設定し、規程に基づいた取引の実行及び管理を行っており
ます。

　　　　　取引は各社の経理・財務部門が集中して行うものとし、社内管
理規程で経理・財務部門の役割・トップマネジメントへの報告
と関連部門への連絡・取引限度額等を規定しております。

　　　　　取引の報告については、月次定例報告等によって、デリバティ
ブ取引の残高状況・為替動向他の定量的情報をトップマネジメ
ントに対して行っております。

　　　③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できな
くなるリスク）の管理

　　　　　当社及び各連結子会社がキャッシュ・フロー計画を作成するな
どの方法により、流動性リスクを管理しております。

　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が

ない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該
価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。

　　　　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバテ
ィブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバテ
ィブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計

上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含まれていません（（注２）を参照ください）。

　　（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
　　（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示しております。
　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する

事項
　　　(１) 現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金
　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。
　　　(３) 有価証券及び投資有価証券
　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所

の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　(４) 支払手形及び買掛金、並びに(５) 未払費用及び未払金
　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。
　　　(６) デリバティブ取引
　　　　　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一

体として処理されているため、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記
載しています。また、外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについて
は、取引金融機関から提示された時価に基づき、繰延ヘッジ処理を行って
おります。

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積る
には過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものであるため、記載に含めておりません。

Ⅴ　賃貸等不動産に関する注記
　　該当事項はありません。
　（追加情報）
　　当連結会計年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成20年11月28日 企業会計基準第20号）
及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成20年11月28日 企業会計基準適用指針第23
号）を適用しております。なお、同基準により開示すべき重要な賃貸
等不動産はありません。

Ⅵ　１株当たり情報に関する注記
　　　１株当たり純資産額　　　　　1,276円35銭
　　　１株当たり当期純損失　　　　　  24円95銭
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貸借対照表
（平成22年3月31日現在）

（単位：百万円）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

純　　資　　産　　の　　部

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

301,220資産合計 301,220負債純資産合計

108,317負債合計

192,902純資産合計

　　流動資産
　　　現金及び預金
　　　受取手形
　　　売掛金
　　　商品及び製品
　　　仕掛品
　　　原材料
　　　繰延税金資産
　　　短期貸付金
　　　その他
　　　貸倒引当金

　　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物
　　　機械及び装置
　　　車輌運搬具
　　　工具、器具及び備品
　　　土地
　　　リース資産
　　　建設仮勘定
　　無形固定資産
　　　借地権
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券
　　　関係会社株式
　　　関係会社出資金
　　　長期貸付金
　　　敷金及び保証金
　　　その他
　　　貸倒引当金

　　流動負債
　　　買掛金
　　　短期借入金
　　　リース債務
　　　未払金
　　　未払費用
　　　未払法人税等
　　　前受金
　　　預り金
　　　製品保証引当金
　　　子会社支援引当金
　　　その他
　　固定負債
　　　リース債務
　　　繰延税金負債
　　　再評価に係る繰延税金負債
　　　退職給付引当金
　　　長期預り金
　　　その他

　　株主資本
　　　資本金
　　　資本剰余金
　　　　資本準備金
　　　利益剰余金
　　　　利益準備金
　　　　その他利益剰余金
　　　　　特別償却準備金
　　　　　圧縮記帳積立金
　　　　　別途積立金
　　　　　繰越利益剰余金
　　　自己株式
　　評価・換算差額等
　　　その他有価証券評価差額金
　　　繰延ヘッジ損益
　　　土地再評価差額金

77,163
14,792
1,520
23,882
15,607
6,353
2,230
6,144
4,743
2,624
△735

224,056
81,213
25,088
5,412
36

2,583
47,353

38
700
31
31

142,811
76,866
43,390
20,464
317

2,015
516
△758

45,693
14,954
7,530
18

5,496
14,465
486
183
858

1,281
146
272

62,623
22
860

14,931
29,888
16,195
724

143,139
28,534
40,054
40,054
74,585
4,159
70,425

3
2,287
79,710

 △11,575
△34

49,763
33,725
△164
16,201



損益計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業損失
営業外収益
　　受取利息
　　受取配当金
　　雇用調整助成金収入
　　その他
　　営業外収益合計
営業外費用
　　支払利息
　　その他
　　営業外費用合計
経常損失
特別利益
　　固定資産売却益
　　製品保証引当金戻入額
　　投資有価証券売却益
　　関係会社清算益
　　特別利益合計
特別損失
　　固定資産除却損
　　投資有価証券評価損
　　投資有価証券売却損
　　関係会社株式評価損
　　関係会社清算損
　　関係会社株式売却に係る損失
　　減損損失
　　子会社支援引当金繰入額
　　特別損失合計
税引前当期純損失
法人税､住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純損失

227,903
181,817
46,085
55,866
9,780

89
1,199
227
445

1,963

30
590
620

8,438

388
371
1
5

767

499
436
15

2,535
5

3,890
1,929
42

9,354
17,025
100
△758
16,366

（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）
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株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株主資本

資本剰余金
その他利益剰余金
利益剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
剰余金
合　計

資　本
準備金

利　益
準備金

資本金 自己株式
特別償却
準 備 金

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

平成21年3月31日残高
事業年度中の変動額
　剰余金の配当
　当期純損失
　特別償却準備金の取崩
　圧縮記帳積立金の取崩
　別途積立金の取崩
　土地再評価差額金の取崩
　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
平成22年3月31日残高

28,534

̶
28,534

40,054

̶
40,054

40,054

̶
40,054

4,159

̶
4,159

5

△1

△1
3

圧縮記帳
積 立 金

2,434

△146

△146
2,287

別　途
積立金

101,710

△22,000

△22,000
79,710

繰越利益
剰 余 金

△11,625

△5,917
△16,366

1
146

22,000
185

49
△11,575

96,683

△5,917
△16,366

̶
̶
̶

185

△22,098
74,585

△29

△4

△4
△34

株主資本
合　　計

165,243

△5,917
△16,366

̶
̶
̶

185
△4

△22,103
143,139

平成21年3月31日残高
事業年度中の変動額
　剰余金の配当
　当期純損失
　特別償却準備金の取崩
　圧縮記帳積立金の取崩
　別途積立金の取崩
　土地再評価差額金の取崩
　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計
平成22年3月31日残高

19,655

14,070

14,070
33,725

△404

239

239
△164

16,387

△185

△185
16,201

35,637

14,125

14,125
49,763

200,880

△5,917
△16,366

̶
̶
̶

185
△4

14,125

△7,978
192,902

評価・換算差額等

土　地
再評価
差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

評価・換算
差額等合計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

純資産
合　計

（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）
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Ⅰ　重要な会計方針
　１．資産の評価基準及び評価方法
　（１）有価証券
　　　　子会社及び関連会社株式　…　総平均法による原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの　　　　…　決算日の市場価格等に基づく時価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法（評価差額は全部純資産直入法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　により処理し、売却原価は総平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法により算定）
　　　　　時価のないもの　　　　…　総平均法による原価法
　（２）デリバティブ
　　　　時価法
　（３）棚卸資産
　　　　後入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げ方

法）
　２．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定率法によっております。
　　　　なお、主な耐用年数は次の通りであります。
　　　　　　建物　　　　　　　　31～50年（附属設備は主に15年）
　　　　　　構築物　　　　　　　10～30年
　　　　　　機械及び装置　　　　４～９年
　　　　　　工具、器具及び備品　５～６年（金型は主に２年）
　（２）リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。
　３．引当金の計上基準
　（１）貸倒引当金
　　　　営業債権等を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績

率による算定額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　（２）製品保証引当金
　　　　製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高もしくは販

売台数に対して経験率により、または個別見積により計上してお
ります。

　（３）子会社支援引当金
　　　　子会社が抱える欠損金を解消するための当社負担見込額を計上し

ております。
　（４）退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務
債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　　　　数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。

　５．重要な収益及び費用の計上基準
　　　完成工事高の計上基準
　　　・工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性

が認められる場合
　　　　　工事進行基準によっております。
　　　・上記の要件を満たさない場合
　　　　　工事完成基準によっております。
　　　・決算日における工事進捗度の見積方法
　　　　　工事進行基準における原価比例法
　　（会計方針の変更）
　　　請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用し

ておりましたが、当事業年度より「工事契約に関する会計基準」(企
業会計基準委員会 平成19年12月27日 企業会計基準第15号) 及び 
「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平
成19年12月27日 企業会計基準適用指針第18号)が適用されたことに
伴い、当事業年度に着手した工事から、進捗部分について成果の確
実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積
りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用し
ております。

　　　なお、当該変更が当事業年度の損益に与える影響はありません。
　６．ヘッジ会計の方法
　（１）ヘッジ会計の方法
　　　　外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振当

処理を行っております。また、外貨建の予定取引の為替リスクの
ヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。

　（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　ヘッジ手段　　…　　先物為替予約、外貨プット円コールオプシ
　　　　　　　　　　　　　　ョン買建
　　　　ヘッジ対象　　…　　外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定取引
　（３）ヘッジ方針
　　　　社内管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動に

よるリスクを軽減するために、先物為替予約取引及び通貨オプシ
ョン取引について、実需の範囲内で行うこととしております。

　（４）ヘッジの有効性評価の方法
　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・変動の

回避との相関関係が継続的に存在することが明らかであることか
ら、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有効性の評価は不要のた
め、行っておりません。

　７．その他計算書類作成のための重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ　表示方法の変更
　　　貸借対照表
　　　前事業年度において独立掲記しておりました「未収還付法人税等」
　　　(当事業年度79百万円)は、金額が僅少となったため、当事業年度に

おいては流動資産の「その他」に含めて表示しております。

個別注記表
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Ⅲ　貸借対照表に関する注記
　１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　13,775百万円
　　　　長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　 23百万円
　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　16,098百万円
　　　　長期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　 58百万円
　２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　99,070百万円
　３．土地の再評価
　　　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に

基づき、事業用土地の再評価を行っております。
　（１）再評価実施日      平成14年３月31日
　（２）再評価の方法
　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める「地方税法第341条第十号の土地課
税台帳又は同条第十一号の土地補充課税台帳に登録されている価
格」により算定しております。

　（３）再評価を行った事業用土地の期末における時価と再評価後の帳簿
価額との差額　　　　　　　　　　　  △1,607百万円

　４．保証債務
　　　下記の会社の金融機関からの借入債務等に対して保証を行っており

ます。
　　　　浜松ケーブルテレビ株式会社　　　　　　 529百万円
　　　　（実質的に保証している金額は41百万円であります。）
　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 24百万円
　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　 　 553百万円
　５．輸出受取手形割引高　　　　　　　　　　  2,198百万円

Ⅳ　損益計算書に関する注記
　　　関係会社との取引高
　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　　135,369百万円
　　　仕入高　　　　　　　　　　　　　　　　67,764百万円
　　　営業取引以外の取引高　　　　　　　　　  3,029百万円

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記
　　　自己株式に関する事項

　　（変動事由の概要）
　　　増減の内訳は、次の通りであります。
　　　単元未満株式の買取による増加　　4,313株

Ⅵ　税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
　　　（繰延税金資産）
　　　　　　棚卸資産評価減　　　　　　　　　　1,289百万円
　　　　　　貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　507百万円
　　　　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　7,631百万円
　　　　　　固定資産減損額　　　　　　　　　 10,049百万円
　　　　　　投資有価証券等評価減　　　　　　 11,559百万円
　　　　　　未払賞与　　　　　　　　　　　　　1,943百万円
　　　　　　製品保証引当金　　　　　　　　　　　506百万円
　　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　 11,817百万円
　　　　　　繰越欠損金　　　　　　　　　　　　9,641百万円
　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　4,430百万円
　　　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　 59,377百万円
　　　　　　評価性引当額　　　　　　　　　 △30,826百万円
　　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　 28,551百万円

　　　（繰延税金負債）
　　　　　　特別償却準備金　　　　　　　　　　　  △2百万円
　　　　　　圧縮記帳積立金　　　　　　　　　△1,447百万円
　　　　　　その他有価証券評価差額金　　　 △21,818百万円
　　　　　　繰延税金負債合計　　　　　　　 △23,268百万円
　　　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　5,283百万円

Ⅶ　リースにより使用する固定資産に関する注記
　１．当事業年度の末日における
　　　リース物件の取得価額相当額　　　　　　　　241百万円
　２．当事業年度の末日における
　　　リース物件の減価償却累計額相当額　　　　　183百万円
　３．当事業年度の末日における
　　　リース物件の未経過リース料相当額　　　　　  58百万円
　　　取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定し
ております。

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記
　　　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　 978円04銭
　　　１株当たり当期純損失　　　　　　　　 　　　82円98銭

株式の種類

普通株式（株）

前事業年度末

17,461

増　　　加

4,313

減　　　少

―

当事業年度末

21,774
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ヤマハ株式会社の平成２１年４月１
日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計
算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表
示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基
礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、ヤマハ株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以上

平成22年４月26日

ヤマハ株式会社
　　取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 印河 西 秀 治  ○
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 印滝 口 隆 弘  ○
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会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ヤマハ株式会社の平成２１年
４月１日から平成２２年３月３１日までの第１８６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の
立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し
た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以上

平成22年４月26日

ヤマハ株式会社
　　取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 印河 西 秀 治  ○
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 印滝 口 隆 弘  ○
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監査役会の監査報告書（謄本）

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第186期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意
見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　（１）監査役会は、当期の監査方針、職務分担等を定めた監査計画に基づき、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるとともに、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役会規則、監査役監査基準及び内部統制システムに係る
監査の実施基準に準拠し、当期の監査計画に従い、取締役、執行役員をはじめ、内部監査部門
及びその他の従業員等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めました。
また、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めるとともに、決裁書等の重要書類を閲覧し、当期重点
監査項目として監査役会が定めた事項をはじめ、業務及び財産の状況等について調査いたしま
した。

　（３）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、及び株式会社の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関して、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査の実施基準に準拠し
て、取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状
況とその有効性について監視し検証いたしました。

　（４）事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組
みについては、取締役会、経営会議等における審議の状況を踏まえ、その内容について検討を
加えました。

　（５）子会社については、子会社監査役及び会計監査人等との意思疎通を図るとともに、国内外の
主要な子会社へ赴き、各社の取締役及び部門長等から事業の報告を受け、また、業務及び財産
の状況等について調査いたしました。

　（６）会計監査については、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から｢職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を｢監査に関する品質管理基準｣（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書と併せ、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につい
て検討いたしました。
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２．監査の結果
　（１）事業報告等の監査結果
　　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
　　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
　　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　　四　事業報告に記載されている株式会社の支配に関する基本方針について、指摘すべき事項は

認められません。また、当該基本方針の実現のための各取組みは、当社の株主共同の利益を
損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認め
ます。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人  新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（３）連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人  新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成22年４月28日
　　　　　ヤマハ株式会社　監査役会

常勤監査役 牧野　時久 印○
常勤監査役 矢部　　久 印○
社外監査役 三浦　州夫 印○

社外監査役 喜多村晴雄 印○

社外監査役 寺井　康晴 印○

以　上
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伝統技術と最新技術が融合した新しいグランドピアノ
　　　　　　　　 （アバングランド）

ＭＯＤＵＳシリーズの新モデルは、やわらかな白を基調にした優美

で洗練されたデザイン。あえてピアノ音１音色とし、自然な音色「ピ

ュアＣＦボイス」と、象牙をイメージしたナチュラルウッド鍵盤により

豊かな弾き心地を実現しました。

アコースティックピアノ作りのノウハウと最新のデジタル技術を融

合したハイブリッドピアノＡｖａｎｔＧｒａｎｄ。グランドピアノの鍵盤アク

ションを搭載し、リアルな弾き心地を実現。4箇所の最適なポジショ

ンでのサンプリング方式や新開発のスピーカーシステムにより、音

のニュアンスや自然な響板の響きまで表現します。

優美で洗練されたなデザイン
電子ピアノ　ＭＯＤＵＳ（モーダス）　ＲＯ１

半透明のアクリルを使用した蓋は、さりげなく楽器としての存在感を
示しています。

ＡｖａｎｔＧｒａｎｄ　Ｎ2
奥行きを極限まで短くしながら、グランド
ピアノのイメージも両立させています。

ＡｖａｎｔＧｒａｎｄ　Ｎ3
グランドピアノの音の奥行きや広がり
を、デザイン性の高い個性的なフォルム
で実現しました。
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パーフェクトパフォーマンスを実現した
ミュージックシンセサイザー　Ｓ９０ ＸＳ　Ｓ７０ ＸＳ

Ｓ70 ＸＳ（76鍵モデル）

Ｓ90 ＸＳ（88鍵モデル）

ハイクオリティーな楽器音色とリアルなピアノタッチ鍵盤を備え

た、プロフェッショナル仕様のシンセサイザー。高品位なピアノ音

色を含む、膨大な音色ライブラリーを内蔵。パネルデザインは演奏

中でも直感的に操作できるように徹底的にリファインして、さらに

表現力や実用性を追求しました。

楽器としての完成度を追求したステージピアノＣＰ１

ＣＰシリーズは、多くのアーティストから定評を得ているステージピ

アノ。シリーズトップモデルＣＰ1はアコースティックピアノからヴィ

ンテージエレピサウンドまで17種類の定番サウンドを搭載、新開発

のＳＣＭ音源によりスムーズな音色変化まで再現。弾き心地をチュ

ーニングした木製象牙調鍵盤で、最適なタッチを提供します。

パラメーターを調整してオリジナルサウンドが作れるカスタマイズ機能を搭載。

アコースティックピアノの鍵盤加工技
術を活かした木製鍵盤は打鍵時の歪
みを抑え、滑りにくい安定した演奏性
を実現しました。

パラメーターをリアルタイムでコ
ントロールできるスライダー・ノブ。
鮮やかな赤色に点灯するＬEDはス
テージ上でのパフォーマンスにも
有効です。
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リアルな演奏感を実現　
エレクトロニックドラム　ＤＴＸ９５０Ｋ

演奏性の向上のため新発想で開発したドラムパッド「ＤＴＸ－ＰＡＤ」

を採用。スネア・タムといった楽器によって異なる打感を実現しまし

た。さらに静粛性が向上し耐久性にも優れています。シンセサイザ

ー「ＭＯＴＩＦ」のエンジンを搭載した音源部には、1,326音色もの多

彩なドラムサウンドや、パーカッションサウンド、デジタルサウンドを

搭載しています。

100の内蔵曲について、押さえる鍵盤を光って教えてくれる「ライト

ガイド」機能を搭載、子供向けの楽しいカラーリングとしました。

ＥＺ－Ｊ２１０

796音色を内蔵、16トラックの録音機能を搭載して、演奏から音楽制

作まで幅広いニーズに対応できるモデルです。

新開発のレッスン機能「ソングマスター」や「フレーズ練習」を搭載

し、効率的な練習ができます。

ＰＳＲ－Ｅ３２３

ＰＳＲ－Ｓ５５０

独自成型技術により気泡を封じ込めた
テクスチャード・セルラー・シリコン・ヘッ
ド。気泡の大きさや密度を変えることに
よりスネアやタムなどの最適な打感を
実現しました。

機能充実、気軽に楽しめる、ポータトーン
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スピーカーは高さ5cmのスリムボディ。テレビスタンドをまたいで

置ける、ブリッジ型の斬新なデザインです。ＡＶアンプとサブウーフ

ァーを一体化させたセンターユニットをテレビラックなどに置けば

セット完了です。

ブルーレイに採用されるＨＤオーディオ規格に対応する最上の音

質、7．1ｃｈサラウンドで圧倒的な臨場感を実現しました。奥行きわ

ずか9cmのスリムボディで、薄型テレビにもすっきりとフィットしま

す。

スピーカーをテレビの前に手軽にセットできる　
ＹＨＴ－Ｓ４００

ＨＤオーディオ規格に対応、フルスペックＹＳＰ　ＹＳＰ－４１００

さまざまな表示が可能な有機ELディスプレイ

ステップに合ったテンポの曲を自動再生する　
ＢＯＤｉＢＥＡＴ　ＢＦ－１１

「音楽を楽しみながら走りたい。」というランナーの要望にこたえる

のが、ランニング／ウォーキング用音楽プレーヤーＢＯＤｉＢＥＡＴ。

お気に入りの曲の中からステップに合ったテンポの曲を自動選曲、

また内蔵音源とシーケンサー機能で音楽を自動生成します。今回

の新製品は、基本操作をよりシンプルにして、データ容量も倍増し

ました。またセンサー測定精度アップにより、走るテンポと音楽との

一体感が向上しました。

時間 距離 ペース

カロリー 心拍数 曲名
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世界のピアノの販売台数は年間約50万台、中国はその半分を占め

る巨大市場です。当社は平成14年に100％子会社のヤマハ楽器音

響（中国）投資有限公司（ＹＭＥＣ）を設立し、中国での楽器の生産か

ら販売まで行っています。平成21年7月、ＹＭＥＣ新社屋「ヤマハ音

楽広場」が完成。この施設には、世界最大規模の音楽センターもオ

ープン。2フロア1，500㎡、4，000人の生徒を収容できる規模です。ま

た、小売店、ミニコンサートホールや技術者養成所も併設され、中

国の中心拠点として事業を展開します。

ヤマハ音楽教室上海新センターがオープン

明るく開放的な音楽教室のロビー。

ヤマハ銀座ビルが2月26日にグランドオープン

ヤマハの新たな情報発信拠点として、平成22年2月26日に銀座ビル

がオープン。地上12階、地下3階の本館には、店舗、音楽教室、コン

サートホールやスタジオが配置されています。国内最大級の店舗

には、ピアノ約40台、管楽器は約400本を展示、楽譜や音楽書は8万

冊を超える品揃えです。中央通りに面した外壁には濃淡の金箔を

挟み込んだガラスを並べ、音や音楽のもつイメージを表現してい

ます。

7～9階は、アコースティック楽器に最適な
音響設計がされた、333席のコンサートホー
ルです。

当日はテープカット・セレモニーの後、1階ポ
ータルにてピアニスト中園理沙さんによる
演奏も行われました。
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株主メモ

4月1日から翌年3月31日まで
3月31日
6月
3月31日
9月30日
100株

●事業年度
●定時株主総会の基準日
●定時株主総会
●期末配当の基準日
●中間配当の基準日
●単元株式数
●公告の方法
　　電子公告によります。但し、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告ができない場合は、東京都において発行する日本経済
新聞に掲載いたします。http://www．yamaha．co．jp/

●株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関
　　東京都港区芝三丁目33番1号　中央三井信託銀行株式会社
　　同事務取扱場所
　　　〒460-8685　名古屋市中区栄三丁目15番33号
　　　中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店　証券代行部
●株式事務のお問い合せ先
　株式事務の内容により、証券会社または中央三井信託銀行株式会
　社にお問い合わせください。

株式事務の
内容

口座を開設されて
いる場合

①住所変更
②配当金受取方法の変更
③単元未満株式の買取請求

口座を開設された証券会社

株式が特別口座に
ある場合 中央三井信託銀行（株）

中央三井信託銀行（株）

中央三井信託銀行（株）

未払い配当金の
支払い

●中央三井信託銀行株式会社のお問い合せ先
　未払い配当金の支払い及び特別口座に関する諸手続
　　　　 0120-78-2031（平日9：00-17：00） 
　特別口座に関する用紙のご請求
　　　　 0120-87-2031（24時間受付）
●特別口座について
　株券電子化の施行日（平成21年1月5日）前に証券保管振替機構
（ほふり）を利用されていなかった株主様の株式は、中央三井信託
銀行株式会社に開設された特別口座に記録されております。
●配当金計算書について
　配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措
置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を
行う際は、その添付書面としてご使用いただくことができます。なお、
配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、本年
より配当金支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいて
おります。※確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。

平成22年4月2日から3日間、ヤマハ発動機株式会社と共催で「ヤマ

ハレディースオープン葛城」を開催。古閑美保選手が1年4ヶ月ぶり

となる今シーズン初優勝を果たしました。昨シーズンは左手首の故

障もあり1勝もできず、苦しい1年となった古閑選手。最終ホール3

アンダーで3人がトップに並ぶ大混戦を、バーディパットを決めて劇

的な幕切れで制し、通算12勝目を飾りました。2位はともにヤマハ契

約プロである大学生の新人プロ綾田紘子選手（22）と韓国の黄ア

ルム選手となりました。

ヤマハレディースオープン葛城で
古閑美保選手が1年4ヶ月ぶりの優勝

最終１８番ホールでバーディパットを沈め、
思わずガッツポーズ。

当社社長梅村から笑顔でトロフィーを受け
取る古閑選手。




